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Ｂ型肝炎訴訟の早期全面解決を求める意見書の提出を求める陳情 

 

【陳情趣旨】 

 貴議会において，B型肝炎問題の早期全面解決について，衆参両議院並びに政

府(内閣総理大臣・厚生労働大臣・法務大臣)に対し，以下の事項を内容とする意

見書を提出するよう陳情する。 

 

 日本では，法律により全ての国民・住民に集団予防接種が実施されていたが，

その際の注射器の使い回しによって，数多くの B型肝炎ウイルス感染被害者を生

んでいる。 

 この問題については，平成 18 年６月に，最高裁判所が国に法的責任があるこ

とを明白に認め，平成 21年 12 月に成立した肝炎対策基本法においては，国自身

が，集団予防接種により肝炎ウイルス感染被害者を生んだことの責任を認めてい

る。 

 このような状況の中，集団予防接種による B型肝炎ウイルス感染被害者の救済

を求める訴訟が，全国 10 地方裁判所で係争中である。現在，国は裁判所の勧告

に従って和解協議に応じるとしながら，増税論を突如公表したり，最高裁判所で

法的因果関係が確定している集団予防接種と B 型肝炎被害との因果関係を軽視

するなどして，不誠実な対応をとり続け，全面解決を引き延ばしている。提訴後

解決を待たずに亡くなった原告はすでに 11 名を超え，解決まで一刻の猶予も許

されない。 

 B 型肝炎は慢性肝炎から肝硬変，肝がんに進行し，あるいは慢性肝炎を経ずし

て突然肝がんを発症することもある極めて深刻な病気である。原告のみならず，

多くの B型肝炎患者は，今後の症状悪化に対する不安や，多額の治療費の自己負

担額，そしていわれなき差別・偏見に苦しみながら日々生活をしている。 

 よって，国におかれては，B型肝炎訴訟の速やかな解決を図るとともに B型肝

炎対策を一層推進するため，下記事項に取り組まれるよう強く要望する。 
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１ 集団予防接種による注射器の使い回しによって被害を受けた被害者が原告 

となった B型肝炎訴訟において，速やかに被害者に謝罪し，被害者全員を救済 

すること。 

２ 肝炎患者にとって経済的負担の心配のない医療費助成制度の整備をすすめ 

ること。 

３ 肝炎患者に対する差別・偏見をなくすための正しい知識の啓発活動をすすめ 

ること。 

 

【陳情理由】 

１ 我が国には，ウイルス性肝炎患者・キャリアは 300 万人を超え，この内 B型 

肝炎患者がおよそ 120 万から 140 万人もいるといわれている。ウイルス性肝炎 

はまさに国民病であり，本自治体内でも多くの患者とその家族が苦しんでい 

る。しかも，その感染原因の大半が，全国民・住民が幼少時に法律によって強 

制的にうけさせられた集団予防接種における注射器の針・筒の不交換，あるい 

は輸血，血液製剤の投与などの医療行為による感染，すなわち医原性によるも 

のと言われている。 

２ このうち，集団予防接種による B型肝炎被害者が，国を被告として損害賠償 

を求めた訴訟の最高裁判決が平成 18年６月 16日に言い渡され，この判決で国 

の法的責任が確定した。さらに，平成 21年 12 月に成立した肝炎対策基本法に 

おいても，その旨が明文で述べられ，国自身の責任はより一層明確になってい 

る。しかしながら，国は迅速に被害者全員を救済するための施策を採ることを 

怠り，被害者を放置した。 

 そこで，集団予防接種による B型肝炎ウイルス感染被害者全員の救済を求め

た訴訟が，全国 10 地方裁判所で提起された。そして本年３月になって，札幌

・福岡両地裁が相次いで和解勧告を行い，本年４月には，大阪地裁も和解によ

る解決を促し，国は和解協議を始めることには応じた。しかしながら，国は増

税論を突如公表したり，最高裁判所で法的因果関係が確定している集団予防接

種と B 型肝炎被害との因果関係を軽視するなどして，不誠実な対応をとり続

け，全面解決を引き延ばしている。提訴後解決を待たずに亡くなった原告はす

でに 11名を超えており，解決まで一刻の猶予も許されない。 

３ B 型肝炎は，慢性肝炎から肝硬変，肝がんに進行し，あるいは慢性肝炎を経 

ずして突然肝がんを発症するという極めて深刻な病気である。原告のみなら 

ず，多くの肝炎患者は，今後の症状の悪化，治療費の自己負担で将来の大きな 



不安を感じながら日々生活している。また，肝炎患者に対するいわれなき差別 

・偏見にも苦しんでいる。 

４ このような事態に鑑みれば，政府は，B型肝炎訴訟において，早急に和解協 

議の中で被害者全員を救済する和解案を提示し，早期全面解決を実現すべきで 

ある。このことが国民の総意であることは，各地の地方議会で既に意見書が採 

択されていること，及び，全国５大紙を含む多くの新聞社が早期解決を求める 

社説を発表していることからも明らかである。そして，原告のみならず，肝炎 

患者が今後安心して治療を受けることができるように，医療費助成制度の一層 

の整備と，肝炎患者に対する差別・偏見をなくすために正しい知識の啓発活動 

をすすめることが，国には強く求められている。 

５ 以上より，貴議会において，地方自治法第 99条の規定により衆参両議院並 

びに政府(内閣総理大臣・厚生労働大臣・法務大臣)に対し意見書を提出してい 

ただくよう陳情する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




